
コピーを提出する際は印字内容が全て確認できるようにコピーしてください

○ 独立生計者認定条件（「よくある質問」4.独立生計について(P.4)に記載有り）

独立生計者として申請するためには以下1～4のすべての条件を満たしている証明が必要です。

1. 本人（又は配偶者）に収入があり、その収入について所得申告がなされ、所得の証明書が発行される者

・ 以下A～Cのいずれかに該当することが要件です。

A. 本人（配偶者含む）に年間103万円を超える収入（給与収入又は所得）があり、その収入

について所得申告がなされ、所得課税証明書が発行される。

※ この収入に各種借入（貸与奨学金含む）は該当しません。

B. 本人（配偶者含む）に、今年度給与収入（例:給付奨学金（年額）、アルバイト等も含め

た総額）または所得が103万円を超える見込みである。

※ この収入に各種借入（貸与奨学金含む）は該当しません。

C. 本人が本学へ入学のために退職（休職等）し無収入になった者で、就労時の預貯金により生活

を行っており、その預金残高が103万円を超えている。

2. 所得税法上及び社会保険上、父母等（配偶者を除く）の扶養親族でない者

・ 自分の保険証の世帯主は自分自身であり、住所は父母等（配偶者を除く）と異なることが要件です。

3. 父母等（配偶者を除く）と別居している者

・ 住民票上も別であることが要件です。

4. 父母等（配偶者を除く）から経済的な援助を受けていない者

・ 自分自身（及び配偶者）が生活する上で必要な費用全てを、自分自身（及び配偶者）が

支払っていることを指します。

・ 一人暮らしの場合、賃貸借契約書の契約者（借主）は自分名義であること。家賃の支払い義務は

契約者（借主）にあります。契約者（借主）が父母等（配偶者を除く）の場合、経済的な援助を

受けているとみなします。

・ 水光熱費、インターネット、携帯電話代の契約者は自分名義であること。これらの費用の支払い義務

は契約者にあります。契約者が父母等（配偶者を除く）の場合、経済的な援助を受けているとみなし

ます。

それぞれの証明書類の詳細は次ページ以降をご参照ください。

重要



1 経済状況に関する証明

Aの要件を証明する書類

必要書類: 前年から引き続き給与収入又は所得があることの証明として、

本人(または配偶者)の源泉徴収票や確定申告書等、年収を証明できる書類

※ 各種借入（貸与奨学金含む）はこの収入に該当しません。

※ 基準日(前期:4月1日/後期:10月1日)時点で退職している場合はこの収入に該当しません。

Bの要件を証明する書類

必要書類: 給与収入又は所得の見込みの証明として、

別紙2給与見込証明書、日本学術振興会特別研究員採用決定通知

融合フロンティアフェローシップ/次世代リサーチャー認定通知

その他奨学金の受給額がわかるもの等

※ 各種借入（貸与奨学金含む）はこの収入に該当しません。

※ 基準日(前期:4月1日/後期:10月1日)時点で退職している場合はこの収入に該当しません。

Cの要件を証明する書類

必要書類: 氏名と預金残高の確認できるもの(通帳のコピー等)

※ 様式3事情聴取調書の年間収入額と預金残高に大きな差がある場合は

確認させていただくことがございます。

2 扶養に関する証明

所得税法上、父母等（配偶者を除く）の扶養親族でない証明

必要書類: 父母等の令和4年分源泉徴収票、令和4年分確定申告書（第一表及び第二表）

または令和5年度市(町)県民税申告書

※ いずれの書類も父母等の扶養親族でないことを確認するために提出を依頼していますので、提出され

た父母等の収入金額で判断することはありません。

※ 申請者自身が以下のいずれかに該当する者は提出の必要はありません。

・ 日本学術振興会特別研究員採用者

・ 融合フロンティアフェローシップ及び次世代リサーチャー採用者

○ 源泉徴収票の場合

・ 「控除対象扶養親族欄」に申請者

（及び配偶者）の氏名がないこと。



○ 確定申告書の場合

・ 「配偶者親族に関する事項」に申請者（及び配偶者）の氏名がないこと。

○ 市(町)県民税申告書の場合

・ 「扶養控除欄」に申請者（及び配偶者）

の氏名がないこと。

○ 上記書類上では所得税法上の扶養外の証明ができない場合

・ 父母等が勤務先に提出した「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」の写し

申請者の

記載なし



社会保険上、父母等（配偶者を除く）の扶養親族でない証明

必要書類: 本人(及び配偶者)の健康保険証の写し

○ 上記書類上では社会保険上の扶養外の証明ができない場合

・ 父母等が勤務先に提出した

「被扶養者（異動）届」の写し

3 父母等(配偶者除く)との別居に関する証明

必要書類: 本人(及び配偶者)の記載された住民票(原本のみ・コピー不可)

・ 提出時３ヶ月以内に発行されたもの ・ 「世帯全員」分である旨の記載があるもの

・ マイナンバーが記載されていないもの ＜住民票交付申請書の記入例＞

申請者の

記載あり



4 父母等(配偶者除く)から経済的な援助を受けていない証明

必要書類: 電気代の領収証 ガス代の領収証

水道代の領収証 賃貸契約書

通信費(インターネット)の証明

通信費(携帯電話)の証明

※ 画面のスクリーンショットやホームページ等より印刷した明細の提出でも構いませんが、

必ず契約者がわかるようにしてください。

※ 自分自身（及び配偶者）が生活する上で必要な費用全てを、自分自身（及び配偶者）が

支払っていることを指します。

※ 一人暮らしの場合、賃貸借契約書の契約者（借主）は自分名義であること。家賃の支払い義務は

契約者（借主）にあります。契約者（借主）が父母等（配偶者を除く）の場合、経済的な援助を

受けているとみなします。

※ 水光熱費、インターネット、携帯電話代の契約者は自分名義であること。これらの費用の支払い義務

は契約者にあります。契約者が父母等（配偶者を除く）の場合、経済的な援助を受けているとみなし

ます。


